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手 続き・支 給 の 流 れ

事業認定申請書

事業認定通知書の受理
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操 業 開 始 届 の 受 理

支給申請書の受理

つ

雇用創出奨励金の交付

事業状況報告書の受理
（ 操 業 ２・３ 年 後 ）
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雇用創出奨励金の受領

こ

事 業 状 況報 告 書(
操業２・３年後)

Ｑ１） 県外から立地した企業による事業だけが対象なのか。

Ａ） 県内企業による既存事業の拡大や対象業種への参入も対象となります。

Ｑ２） 操業開始届はいつ提出するのか。

Ａ） 事業認定通知書の受理後３年以内で、業種毎に定めた雇用人数の要件を満たしたときに提出

していただきます。

Ｑ３） 奨励金はいつ支給されるのか。
Ａ） 操業開始届を提出した1年後に奨励金支給申請書を提出していただき、継続雇用等を確認した

上で支給します。

Ｑ４） 同一労働者を継続して雇用しなければならないのか。

Ａ） 安定した雇用の剔出を目的としていますので、原則として同一労働者を３年間継続雇用していた
だく必要があります。

Ｑ５） 継続要件を満たさなかった場合は、必ず奨励金を返還しなければならないのか。
Ａ） 災害等により操業休止や廃止を余儀なくされた場合には、返還を求めないことがあります。
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山梨県内への企業立地や事業拡大等に，
雇用した人数に応じて奨励金を支給しま

■支給要件

対象業種毎に定めた人数を雇用していただきます。施設整備等の資

■支給方法

操業開始届の提出後、１年間の継続雇用を確認して奨励金を支給し
・ 他の補助金等との併給

県産業集積促進助成金又は県情報通信関連企業立地促進費補助金と
■奨励金の返還

継続要件(雇用３年間かつ事業１０年間)を満たさない場合には、奨J

ｊ　　　　　
対　　象　　業　　種 ��一雇，

企 業 参 入 型 農 業 �県内で農作物の生産 から卸売 までを行う農業法人であって、農産物の
流通先が主に県 外の区域に わたるもの �

２物　流　関　連　業 � 荷受､ 保管､ 梱包､ 出荷､ 運送 を行う企業 であって､ 物流業務 が主に県外
の区域 にわたるもの

コールセンター業 � コンピ ュ ータと通 信回線 を利用 して､ 集約 的に顧 客サ ービ ス業務 を
行う企業

製　 造　 業　 等 �県産業集積促進助成金交付要綱に規定する製造業､ バイ オテクノロジー
利用産業及び研究施設 �

１

新 エ ネ ル ギ ー 業 � 太陽光発電､ 小水 力発電､ バ イオマス及び燃料電池 により エネル ギー
の生産 を行う企業

情 報 サ ービ ス 業 �県情報通信関連企業立地促進 費補助金交付要綱 に規定する情報サービ
ス業及びインターネット付随サービス業

本 社 業 務 事 業 �

・企業 活動 を統括し､経営 や事務管理の中枢として意志決定を行う業務

(県外 からの転入企業に限 る｡ ただし､ 単なる営業 は除く。)

・県内企業 が他企業の 複数 部門で行 われている共通的 な管理業務等 を

受託して一括処理する業務

し
特　 認　 事　 業 �主 と して県 外の区 域に わたる事 業 であっ て､ 雇用 創出 に資 するもの

として知事 が特 に認 めたもの
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1による雇用の創出に対して、'
します。

a等の資産取得要件はありません。

?支給します。

甫助金との併給はできません(どちらかを選択していただきます。)。

こは、奨励金を返還していただくことがあります。

要

雇 用 人 数

件
一
資 産 取 得

支　給　額　等

§

）

２０人以上

１０人以 上

な　 し

＜支　給　額 〉
○　正規の常用雇用者(県外から配置転換し

た者を含む。)　　　　卜60 万円/1人

ただし、県内に居住する若年者(既卒３

年以内かつ35 歳未満)又は企業整理等に

よる非自発的離職者　S･1 0 0万円/1人

○　非正規の常用雇用者(県外から配置転換

した者を含む。)　　　 卜30 万円/1人

ただし、県内に居住する若年者(既卒３

年以内かつ35 歳未満)又は企業整理等に

よる非自発的離職者　S･･ 5 0万円/1人

＜限　 度　 額 〉

0　1 社当たり1億円



二7

”-･

" ●...●

（.

ぎ

ー ●

J

" ．～

サニ ズ

ぶ こ§

Σご]ズ::

ニ･べ 二.-
’ 一

良

縦

］

゛ i － ゛ - a ～ ’

ｌ

目 目 目 目 目 田

一

一

一

L1

一

一

″ｉ

ｌ

｝

Ｗ

一

一

麗

丿

Ｉ

－

－

一

■

蝉
１「

4 ” . , ･ . ･ ･ ふ . ･ , ･ . ･ ･ ･

,  ･ ･ L i . ･ ･ . ･ ψ . 』丿

山梨県企画県民部情報政策課辻
|||||||||･||････内 服 ﾌﾟ I･卜Iljl l=| ‥‥‥‥‥ ‥ご･ 尚･･ ’

ご
＝
知 日iﾖ 目! ．

几
丿

７･? 1 。,
り=,j

叶7
‖17

…

….

L 055－223－1332
FA1055 －223－1421

・Ｊ汽ｔ.･ へ

ド

- の

ﾃﾞ､yj　・、:　　　
ヅ　

・Ｋ　　　 こ　t:　　　
｛　 ・



丿

ｌ

山梨県への愈業進出､に対する

支援サービス(補耽金蝋外)

●ＩＣＴ人材育 成事業 の実施

ＩＣＴ人材の育成に向け、企業で働く社員などを対象とした｢基本情報技術者試

験｣、｢応用情報技術者試験｣、｢高度情報技術者試験｣、｢ベンダー資格取得｣の

ための講座を開催しています。

●ＩＣＴ人材 の就職・採用 支援事業 の実施

県内の大学等の教育機関で育成したＩＣＴ人材を、県内企業に就職・採用させ

るための取り組みを産学官連携して行っています。

●各種ご相 談へのワンストップ対応

県の対応窓口として情報産業振興室を設置し、補助制度やＩＣＴ人材、賃貸オ

フィズ情報など、山梨県への事業所進出についてのご相談についてワンス

トップで対応しています。

至佐久
ゝJR

小海線

へ

※ 最新 情 報を当 室 の ホー ムペ ージ でご 覧ください!

ＵＲＬ:http:// ｗｗｗ.pref. ｙａｍａｎａｓhi.jp/jo ｕｓａｎｓhin/

※ＩＣＴ産業 以 外 の 企業 進 出 につ い ては､ こちらをご 覧ください!

ＵＲＬ: http:// ｗｗｗ.pref. ｙａｍａｎａｓhi.jp/ｓａｎｇｙｏ/
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●電 車でお越しの 場合

新宿駅

新宿駅

松本駅

静岡駅

JR 中央本線･特急／1時間30 分

JR 中央本線･特急／1 時間

JR中央本線･特急／1時間10 分

JR 身延線･特急／２時間10 分

-

甲府駅

大月駅

甲府駅

甲府駅

●お車でお越しの場合

東 京 方 面　　　 中央自動車道／1 時間２０分　　　 甲府昭和IC

名古屋方面　　　　　中央自動車道／３時間　　　　　　　韮崎IC

静岡市方面　lltSU7
こy　

増 穂lC 中

篇ﾖﾖ 霖
道 甲 府 昭和lC

御 殿場方面
門 岬 ？ 須

走IC
゛= Ｓ 賢 憩? 墨gJC ゛) 勝沼IＣ
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◆人　口:840,139 人(2014 年10 月1日 現在)

◆世　帯:332,966 世帯(2014 年10 月1 日 現在)

◆産　業：機械電子､宝 飾､ワイン､ 果実､観光 等

◆日 本一：ブドウ･桃の生産量､ワイン出荷額

ミネラルウォーター生産量､日照時間､ 健康長寿

◆観　光：富士山､ 富士 五湖､八ヶ岳､ 南アルプス､昇仙 鋏 等

を や
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IＣＴ企業・コールセンターのj
(平成27 年度 山梨県情報通悒

創設の目的

補助対象者

山梨県内に情報通信関連の事業所を新設又は増設して事業を行う企業に

対して、その経費の一部を補助します。

県内に情報サービス業及び、インターネット附随サービス業の事業所又は

コールセンターを新設、増設する企業が対象となります。

●情報 サービ ス業　 ソフトウェア業：受託開発ソフトウェア業 等Ｔ
情報処理・提供サービス業

・情報処理サービス業(計算センター 等)

・情報提供サービス業(データベースサービス業 等)

●イン ターネット附 随サービ ス業

：ポータルサイト・サーバ運営業、

アプリケーション・サービス・コンテンツ・プロバイダ 等

●コ ールセン ター　：コンピュータと専用通信回線等を利用して､集約した顧客

サービス等の業務を行う施設
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立地に関する補助金の概要
l関連企業立地促進費補助金）

次の要件の全てに該当することが必要となります。

①県内に事業所を新設、又は増設

②事業開始後1 年以内に、新規常用雇用者を5 人以上雇用

但し、コールセンターについては、新規常用雇用者20 人以上

①投下固定資産を対象とした補助(取得の場合)

土地を除く社屋及び償却資産の投下固定資産額×10 ％〔限度額:1億円〕

②賃料を対象とした補助(賃借の場合)

(オフィス賃料十設備機器賃料)×1/2 ×3ヵ年

〔限度額:3千万円／年1 千万円〕

斗
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